
情報公表に関する制度改正について（学校教育法施行規則改正）
○ 入学者選抜、外国人留学生数及び大学院の学位授与の状況に関し、教育研究活動に関する情報の一層の公表を促進するため、下記の提言等を踏まえ、
各大学等が公表すべき情報を法令上に追加。
（１）「大学入試のあり方に関する検討会議 提言」（令和３年７月８日 大学入試のあり方に関する検討会議）
（２）「未来を創造する若者の留学促進イニシアティブ（第二次提言）」（令和５年４月27日 教育未来創造会議）
（３）「人文科学・社会科学系における大学院教育の振興方策について（審議まとめ）」（令和５年12月22日 中央教育審議会大学分科会）
（４）「博士人材活躍プラン～博士をとろう～」（令和６年３月26日 文部科学省）

公表事項
(１)入学者の選抜に関すること (２) 外国人留学生の数に関すること

※科目等履修生等を含む
(３)標準修業年限以内で修了した者の占める

割合その他学位授与の状況に関すること
※大学院のみ

備考
（公布通知
において示
している事
項）

○「入学者の選抜に関すること」として、
・学力検査等の内容や試験問題に関する情報
・合否判定の方法や基準
・合理的配慮の提供に関する対応方法（相談窓口、
事前相談・申請方法、受験上の一般的な配慮例等）

（原則として公表する事項）
試験問題、解答・解答例や出題意図

○その他、公表が望ましい事項:
・入試方法ごとの受験者数/合格者数/入学者数、
・過去の年度の入学志願者数/受験者数/合格者数、
多様な背景を有する者への支援制度

・大学の実情に応じて、多様な学生の受入れ状況
（例：年齢、性別（学部等ごと）、国籍等）

○「外国人留学生の数に関すること」として、
下記の事項を想定（※いずれも学校基本調査
の調査事項に沿った内容を想定）：

・本科における外国人留学生の数
・専攻科・別科における外国人留学生の数
・科目等履修生等のうち外国人留学生の数

○その他、公表が望ましい事項:
・外国人留学生の入学者の数、卒業又は修了し
   た者の数

・外国人留学生の進学者数、就職者数

・外国人留学生の出身国・地域別内訳

・日本人の留学生の数

○「標準修業年限以内で修了した者の占める割
合」：ある年度に入学した者のうち、標準修業年
限以内で修了した者の割合

○「その他学位授与の状況に関すること」として、
下記の事項を想定：

・標準修業年限以内で修了せずに退学した者の割合
・標準修業年限以内で修了していない上記以外の者
の割合（例：長期履修学生、留年生等）

・学位を取得するために要した年数ごとの修了者の
割合や学位取得に要した平均年数

・個人情報に配慮した上で、標準修業年限以内で修
了していない者について、修了していない原因

○公表が望ましい事項：
・修了者の進路の全体状況（修了者を分母とする進
路ごとの割合等）

・公表した数値の分析・解説

【スケジュール】令和6年9月30日 公布 令和7年4月１日 施行

○学校教育法施行規則（昭和二十二年文部省令第十一号） 【改正後の条文】
第百七十二条の二 大学は、次に掲げる教育研究活動等の状況についての情報を公表するものとする。
一～三 （略）
四 入学者の選抜に関すること。
五 入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又は修了した者の数、進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況並びに外国人留学生の数に関すること。
六～十 （略）

２ （略）
３ 大学院（第二号については、専門職大学院を除く。）を置く大学は、第一項各号に掲げる事項のほか、次に掲げる事項についての情報を公表するものとする。
一 研究科、専攻又は学生の履修上の区分ごとの、当該大学院に入学した者のうち標準修業年限以内で修了した者の占める割合その他学位授与の状況に関すること。
二 大学院設置基準第十四条の二第二項に規定する学位論文に係る評価に当たつての基準に関すること。

４・５ （略）
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